
 

 

                             情個審 第 ５７ 号 

                             平成２８年３月１０日 

 

 茨城県教育委員会 

 教育長 小野寺 俊 殿 

 

茨城県情報公開・個人情報保護審査会 

       委員長 大和田 一雄 

 

   保有個人情報不開示決定に対する異議申立てについて（答申） 

 

 平成２７年２月２７日付け高教諮問第８号で諮問のありました下記事案について，別紙

のとおり答申します。 

 

記 

 

「私への郵便物送付の記録」不開示決定（不存在）に係る異議申立事案 

 

 

（個人情報諮問第８８号） 

（個人情報答申第７９号） 
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第１ 審査会の結論 

 実施機関が行った不開示決定は，妥当である。 

 

第２ 諮問事案の概要 

１ 保有個人情報の開示請求 

平成２６年１２月２日，異議申立人は，茨城県個人情報の保護に関する

条例（平成１７年茨城県条例第１号。以下「条例」という。）第１２条第

１項の規定に基づき，茨城県教育委員会（以下「実施機関」という。）に

対して，次に掲げる保有個人情報の開示請求（以下「本件請求」という。）

を行った。 

 

 平成１８年４月以降に特定の県立高等学校から私に郵便物が送付さ

れたことがわかる記録 

 

２ 実施機関の決定及び通知 

平成２６年１２月１９日，実施機関は，本件請求に係る保有個人情報が

記録されているものとして茨城県財務規則の規定による帳票の様式（平成

５年茨城県告示第４０４号）で定められた供用品受払カード（様式第１５

７号）を特定し，平成２３年度から平成２６年度までを部分開示決定する

とともに，平成２０年度以前は，「平成２５年度まで存在していたが，保

存期間である５年を経過し，廃棄したことにより不存在である」とし，平

成２１年度及び平成２２年度は，「請求に係る保有個人情報が不存在であ

る」として不開示決定（以下「本件処分」という。）を行い，異議申立人

に通知した。 

 

３ 異議申立て 

 平成２７年２月１６日，異議申立人は，実施機関が行った本件処分の取

消しを求めて，行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規

定に基づき，実施機関に対して異議申立てを行った。 

 

第３ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

  本件処分を取り消すとの決定を求める。 

 

２ 異議申立ての理由 

 異議申立人が，異議申立書及び異議申立人意見書等において主張してい
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るところは，おおむね次のとおりである。 

（１）平成２１年１月から３月までの供用品受払カードは年度ごとの処分で

はなく，開示請求時の平成２６年には保存期間であったはずである。 

 

（２）平成２１年度及び平成２２年度の供用品受払カードは，他の送付先の

記載はあるが異議申立人の名前の記載がないのか，又は，送付先の記載

が一切ないのか。 

 

第４ 実施機関の主張の要旨 

 実施機関が，諮問庁意見書等において主張しているところは，おおむね

次のとおりである。 

１ 供用品受払カードは，切手等を四半期分一括購入した場合にその出納状

況を掌握するために記入するものであり，切手を払い出した場合は，受領

者印を摘要欄に押すとともに，特定の県立高等学校では，独自に欄外に送

付先を鉛筆で記載している。 

 

２ 供用品受払カードの保存期間は，茨城県財務規則の解釈及び運用につい

て（平成５年３月３１日付け出一第１３３号出納事務局長通知）により２

年となっているが，監査等で提出を求められる可能性があるため５年とし

ており，平成２１年度から平成２６年度までを保存していた。 

 

３ 再度確認したところ，平成２１年度及び平成２２年度の供用品受払カー

ドの欄外には，異議申立人の名前はなかった。 

 

第５ 審査会の判断 

   当審査会は，本件諮問事案について審査した結果，次のように判断する。 

１ 本件処分に係る保有個人情報について 

本件処分に係る保有個人情報は，特定の県立高等学校が作成した平成１

８年度から平成２２年度までの供用品受払カードに郵送先として記録され

た異議申立人に関する情報（以下「本件保有個人情報」という。）である

と認められる。 

実施機関は，平成２０年度以前の供用品受払カードについては，保存期

間である５年を経過して廃棄したため，また，平成２１年度及び平成２２

年度の供用品受払カードについては，異議申立人の名前がなかったため，

本件保有個人情報は不存在であると主張している。 

これに対して異議申立人は，供用品受払カードは暦年で保存しており，
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平成２１年１月から３月までの供用品受払カードは存在し，その中には本

件保有個人情報も含まれている旨主張しているものと解されることから，

以下その妥当性について検討する。 

 

２ 本件処分の妥当性について 

供用品受払カードは，茨城県財務規則（平成５年茨城県規則第１５号。

以下「規則」という。）の規定による帳票であって，規則第２７２条では，

収入及び支出に関する伝票の保存期間の基準は保存期間基準表（別表第５）

に定めるところによるとされており，同表の備考において「保存期間は，

当該伝票に係る収入又は支出の属する会計年度の翌年度の４月１日から起

算するものとする。」とされている。そうすると，供用品受払カードの保

存期間は，年度で計算するものと認められ，平成１８年度から平成２０年

度までの供用品受払カードは，開示請求時点において５年を経過している

こととなるため，本件保有個人情報のうち平成１８年度から平成２０年度

までについては，保存期間である５年を経過して廃棄したことにより不存

在であるとする実施機関の主張に不自然・不合理な点はないと認められる。 

次に，当審査会において平成２１年度及び平成２２年度の供用品受払カ

ードを見分したところ，郵送先が摘要欄に記載されていると認められるが，

そこに異議申立人の名前は見当たらなかった。よって，異議申立人の名前

がないため，本件保有個人情報のうち平成２１年度及び平成２２年度につ

いて不存在であるとする実施機関の主張に不自然・不合理な点はないと認

められる。 

したがって，本件保有個人情報は不存在であるとして実施機関が行った

本件処分は，妥当であると判断する。 

 

３ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人のその他の主張は，本件保有個人情報の開示・不開示の判断

に影響を及ぼすものではない。 

 

４ 結論 

以上により，「第１ 審査会の結論」のように判断する。 
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第６ 審査会の処理経過 

   本件審査請求に係る審査会の処理経過は，次のとおりである。 

 

年   月   日 内         容 

平成２７年 ３月 ２日 諮問受理 

平成２７年 ４月２０日 諮問庁意見書受理 

平成２７年 ６月１６日 異議申立人意見書受理 

平成２７年 ８月１３日 諮問庁補足意見書受理 

平成２７年 ９月１７日 異議申立人補足意見書受理 

平成２７年１２月 ４日 審査（平成２７年度第６回審査会第二部会） 

平成２８年 １月１８日 審査（平成２７年度第７回審査会第二部会） 

 


